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1. 事業の趣旨 
2015 年 9 月の国連総会において「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」が採択され、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: 
SDGs）」の 17 の目標と 169 のターゲットが設定されている。同目標の中には、SDGs 達
成のための手段として、ファイナンスや制度、キャパシティビルディング等が挙げられる
中、科学技術イノベーションは 2 番目に挙げられている。 

本プロジェクトは、2018 年度から開始し、SDGs 達成を加速するためのイノベーション
の役割について、社会のあらゆる層を包摂する「インクルーシブ・イノベーション」の概
念に着目しながら、新興するテクノロジー（例：デジタル化、3D プリンター、ロボティ
クス）及びビジネスモデルを適用することで、これまでの方法を変容させる可能性を持つ
「破壊的・イノベーション」を掛け合わせ、「破壊的・インクルーシブイノベーション」
の可能性について検討してきた。本年は、昨年培ったネットワークを元に、複数回のワー
クショップを通じて国内外の破壊的・インクルーシブイノベーションを実施しているケー
スを収集し、我が国の科学技術イノベーション政策の戦略である Society 5.0 の実現に向け
た提言の作成を目指す。 
 
2. プロジェクトメンバー 
［リーダー］飯塚 倫子 政策研究大学院大学教授 
［メンバー］ 

ジェラルド・羽根 政策研究大学院大学客員研究員/（株）日立製作所 
 角南 篤  政策研究大学院大学副学⻑/ 笹川平和財団海洋政策研究所所⻑ 
 鈴木 和泉     政策研究大学院大学 SciREX センター専門職 
 
3. 実施内容 

本事業を通じて 4 回の学術会議を開催。開催概要は以下のとおり。なお、第 5 回目につ
いては、3 月 11 日に開催を予定していたところ新型コロナウィルスの感染拡大に伴い、中
止することとなった。 
 

第 1 回「アフリカのデジタル農業の動向-TICAD での議論を踏まえて」 
 日 時：2019 年 8 月 30 日 
 登壇者： 

- Kemi Afun-Ogidan アフリカ開発銀行プリンシパル・アグリビジネス・オフ
ィサー 

- ⼾⽥ 敦子 アフリカ開発銀行 農業⾦融・農村開発局⻑ 
- 安⽥ 学 農林水産省大臣官房国際部海外投資・協力グループ上席国際交渉官 
- 飯塚 倫子  政策研究大学院大学教授 
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第 2 回「社会課題解決を導くモダン・ツール」 
 日 時：2019 年 9 月 24 日 
 登壇者 

- Daniel Goldman  EDGEof 共同創業者／Ignition Angels 理事 
- Todd Poter  EDGEof 共同創立者／チーフエコシステムオフィサー 
- Tony Lai  Legal.io 創設者・会⻑ 
- 飯塚 倫子 政策研究大学院大学教授 
- ジェラルド・羽根 政策研究大学院大学客員研究員／日立製作所 

第 3 回「ソーシャル・インパクトファンドの世界のトレンド」 
 日 時：2019 年 11 月 6 日 
 登壇者： 

- 佐藤哲 INCJ ディレクター 
- Vineet Rai  Founder of Aavishkaar group  
- Beaudean T. Seil,  Co-Founder and Partner of Patamar Capital 
- 飯塚 倫子 政策研究大学院大学教授 

第 4 回「ラストマイルで必要とされるテクノロジーとは〜実証実験による検証とインパク
トの計測」 
 日 時：2019 年 11 月 13 日 
 登壇者： 

- 中村 俊裕 NGO コペルニク共同創設者 兼 CEO 
- 栗栖 昌紀    JICA 社会基盤・平和構築部 STI 室 副室⻑ 
- 飯塚 倫子  政策研究大学院大学教授 

第 5 回「規制のサンドボックスと第４次産業革命の新展開〜日本とシンガポールの事例か
ら〜」（コロナウィルスのため中止） 
 日 時：2020 年 3 月 11 日 
 登壇者： 

- 中原 裕彦 経済産業省大臣官房審議官 
- Zia Zaman Lumenlab CEO 
- 飯塚 倫子 政策研究大学院大学教授 

 
4. 参加者一覧 

第 1 回 70 人（外部参加者 59 人、本学学生 6 人、教員 5 人） 
＊公的機関 18 人、大学・研究機関 18 人、⺠間企業 17 人、学生 8 人、その他 9 人 
第 2 回 76 人（外部参加者人 70 人、本学学生 3 人、教員 3 人） 
＊公的機関 8 人、大学・研究機関 17 人、⺠間企業 38 人、学生 3 人、その他 10 人 
第 3 回 64 人（外部参加者 56 人、本学学生 6 人、教員 2 人） 
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＊公的機関 12 人、大学・研究機関 14 人、⺠間企業 27 人、学生 5 人、その他 6 人 
第 4 回 58 人（外部参加者 50 人、本学学生 5 人、教員 3 人） 

＊公的機関 12 人、大学・研究機関 11 人、⺠間企業 19 人、学生 8 人、その他 8 人 
 
5. 各回のアンケート結果 
（１） 第 1 回 DII セミナー 

回答者数：37 人（回答率 46.4％） 
本日の DII セミナーについて、総合的にどのくらい満足していますか？ 
o  Very satisfied/とても満足 23% 
o  Satisfied/満足 63% 
o  Neutral/どちらともいえない 11% 
o  Dissatisfied/やや不満   3% 
o  Very dissatisfied/不満 0％ 
本セミナーの目的はわかりやすかったですか？ 
o  Very clear/とても分かりやすかった  43% 
o  Clear/分かりやすかった  54% 
o  Not at all clear/分かりにくかった 3% 
講演時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    8% 
o  Appropriate/適当   81% 
o  Short/短い 11% 
ディスカッション、質疑応答の時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0％ 
o  Appropriate/適当   80% 
o  Short/短い 20% 
ネットワーキングの時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0％ 
o  Appropriate/適当   54% 
o  Short/短い 46% 
セミナーに参加しようと思った主な動機は何ですか？ 
o テーマに関心があった（農業関係） 30％ 
o テーマに関心があった（途上国における技術移転） 28％ 
o テーマに関心があった（アフリカにおける開発⽀援） 30％ 
o スピーカーに興味があった 3％ 
o 内容が仕事に関係していた 6％ 
o 関係者とのネットワーク構築 2％ 
o その他 2％ 
本セミナーで印象に残った事は何ですか？ 
 Good open dispassion. 
 お二人のプレゼンテーションは大変興味深い内容であった。もう少し時間があれば…ち

ょっと残念。 
 Inclusive と言いながら、どういう Inclusive にするか視点が見えなかった。 
 M-Pesa の事例 
 learned about what the AFOB plans one for tech 
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 ＯＰＰＯＴＩＩＡＩＴＩＥＳ ＦＯＲ ＰＲＩＶＡＴＥ ＳＥＣＴＯＶ ＩＳＳＥＳＴ
ＭＥＮＴ ＩＮ ＡＥＲＩＣＵＬＴＵＲＯ 

 日本政府のとりくみと、アフリカで活動している方の考えにギャップがある少し感じが
した。このままでは、日本ヤダ！など。勉強になりました。 

 農水省からは英語でプレゼンできる人を選んで欲しい。 
 アフリカの地域差がよくわかった。 
 スピーカーとディスカッサントの間であまりイシューが共有できていなかったのではな

いでしょうか。 
 ディスカッサントというより独自のショートプレゼンでした。ＡＦＤＢのお二人のプレ

ゼンはとても面白かったです。 
 アフリカ大陸の潜在力。 

 
（２） 第 2 回 DII セミナー 
回答者数：33 人（回答率 52.8％） 
本日の DII セミナーについて、総合的にどのくらい満足していますか？ 
o  Very satisfied/とても満足 8% 
o  Satisfied/満足 44% 
o  Neutral/どちらともいえない 28% 
o  Dissatisfied/やや不満   3% 
o  Very dissatisfied/不満 0％ 
本セミナーの目的はわかりやすかったですか？ 
o  Very clear/とても分かりやすかった  22% 
o  Clear/分かりやすかった  68% 
o  Not at all clear/分かりにくかった 10% 
講演時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0% 
o  Appropriate/適当   81% 
o  Short/短い 19% 
ディスカッション、質疑応答の時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0％ 
o  Appropriate/適当   75% 
o  Short/短い 25% 
ネットワーキングの時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0％ 
o  Appropriate/適当   94% 
o  Short/短い 6% 
セミナーに参加しようと思った主な動機は何ですか？ 
o テーマに関心があった（複雑な社会システムを理解するため
の方法） 37％ 

o テーマに関心があった（共創のためのアプローチ） 24％ 
o テーマに関心があった（エコシステムデザインに向けたアプ
ローチ） 22％ 

o スピーカーに興味があった 22％ 
o 内容が仕事に関係していた 8％ 
o 関係者とのネットワーク構築 8％ 
o その他 0％ 
本セミナーで印象に残った事は何ですか？ 
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 日本にこのようなゲームチェンジャーの存在があること。 
 DⅡには⻑い時間と多くの人とのネットワーキングが必要だと感じた。 
 アーリーアダプターとの共創によるプロジェクトのスタート。 
 タイの 0 バーツショップ事例。 
 Block chain was not works。 
 New application of game tech 
 アーリーアダプターをどう見つけるかだ、という話。ビジネスではネットワークが重要

ですよねと感じました。 
 エチオピア農業の話。具体的でイメージが湧きやすい。 
 DSIL の試行錯誤については、もっと聞いてみたかった。 

 
（３） 第 3 回 DII セミナー 
回答者数：14 人（回答率 24.1％） 
本日の DII セミナーについて、総合的にどのくらい満足していますか？ 
o  Very satisfied/とても満足 36% 
o  Satisfied/満足 36% 
o  Neutral/どちらともいえない 21% 
o  Dissatisfied/やや不満   7% 
o  Very dissatisfied/不満 0％ 
本セミナーの目的はわかりやすかったですか？ 
o  Very clear/とても分かりやすかった  57% 
o  Clear/分かりやすかった  36% 
o  Not at all clear/分かりにくかった 7% 
講演時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    7% 
o  Appropriate/適当   93% 
o  Short/短い 0% 
ディスカッション、質疑応答の時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    7％ 
o  Appropriate/適当   93% 
o  Short/短い 0% 
ネットワーキングの時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0％ 
o  Appropriate/適当   100% 
o  Short/短い 0% 
セミナーに参加しようと思った主な動機は何ですか？ 
o テーマに関心があった（社会的インパクト投資） 38％ 
o テーマに関心があった（ESG 投資） 16％ 
o テーマに関心があった（技術開発とファイナンス） 25％ 
o スピーカーに興味があった 9％ 
o 内容が仕事に関係していた 9％ 
o 関係者とのネットワーク構築 3％ 
o その他 0％ 
本セミナーで印象に残った事は何ですか？ 
 It is not so important to evaluate their social impact. Help people with sustainable 

way 
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 インパクトなんて評価できないと感じた。 
 Gross IRR が思っていた以上に高かった。 
 slide.com の効果的な活用 
 Great example of what impact investing 

 
（４） 第 4 回 DII セミナー 
回答者数：29 人（回答率 50％） 
本日の DII セミナーについて、総合的にどのくらい満足していますか？ 
o  Very satisfied/とても満足 32% 
o  Satisfied/満足 61% 
o  Neutral/どちらともいえない 7% 
o  Dissatisfied/やや不満   0% 
o  Very dissatisfied/不満 0％ 
本セミナーの目的はわかりやすかったですか？ 
o  Very clear/とても分かりやすかった  59% 
o  Clear/分かりやすかった  41% 
o  Not at all clear/分かりにくかった 0% 
講演時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0% 
o  Appropriate/適当   96% 
o  Short/短い 4% 
ディスカッション、質疑応答の時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0％ 
o  Appropriate/適当   85% 
o  Short/短い 15% 
ネットワーキングの時間は適当でしたか？ 
o  Long/⻑い    0％ 
o  Appropriate/適当   86% 
o  Short/短い 14% 
セミナーに参加しようと思った主な動機は何ですか？ 
o テーマに関心があった（社会課題とテクノロジー） 40％ 
o スピーカーに興味があった 31％ 
o 内容が仕事に関係していた 21％ 
o 関係者とのネットワーク構築 7％ 
o その他 0％ 
本セミナーで印象に残った事は何ですか？ 
 中村さんのプレゼンが分かりやすかった。 
 実際的な課題解決アプローチについて知れたこと。できない理由を考えるよりやってみ

ること。チャンスもそこからだろうが、signal を見つけた者にリターンがある仕組みは
必要かと思いました。 

 海外のカカオ豆生産。 
 スピーカーが具体的な事例を話してくれた。 
 Evaluation は、活動の納得性と高める上で、とても重要なことがわかりました。 
 ココア豆でコペルニクの真似を農⺠が自主的にするという波及効果が面白い。 
 コペルニクの紹介なので、問題点を掘り下げてほしかった。 
 コペルニクの活動は以前から注目していたが、R＆DLab にシフトしていること、今年の

ノーベル経済学賞との関連性が印象に残った。 



7 
 

 
6. 各回の開催報告 

別添のとおり
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別紙１ 

第 1 回 DII  セミナー 
「アフリカのデジタル農業の動向-TICAD での議論を踏まえて」 

 
政策研究大学院大学 SciREX センター 

 
1. 日 時 2019 年 8 月 30 日(⾦) 17：30-19：30 
2. 場 所 政策研究大学院大学 3C 会議室 
3. 登壇者 Kemi Afun-Ogidan アフリカ開発銀行プリンシパル・アグリビ 

ジネス・オフィサー 
⼾⽥ 敦子  アフリカ開発銀行農業⾦融・農村開発局⻑ 
安原 学   農林水産省大臣官房国際部海外投資・協力 

グループ上席国際交渉官 
飯塚 倫子  GRIPS 教授 

 
4. プログラム 

17:30-17:40  趣旨説明 飯塚 倫子（GRIPS） 
17:40-18:15  基調講演 

Kemi Afun-Ogidan（アフリカ開発銀行） 
⼾⽥ 敦子（アフリカ開発銀行） 

18:15-18:30  ディスカッサント 安原 学（農水省） 
18:30-19:00  ディスカッション、Q＆A 
   飯塚 倫子（GRIPS） 
19:00-19:30  ネットワーキング 

 
5. 参加者： 

70 名（行政 14％、大学 30％、⺠間 30％、学生 6％、その他 10％） 
 
6. DII セミナーの狙い 

破壊的・インクルーシブ・イノベーションセミナー（DII セミナー）は、⺠間、公的機関、
学術界、NGO 等が SDGs 達成のためのイノベーションのあり方について、新しいアイディ
アや見解を自由に意見交換できる空間となることを目指している。DII を実現するために、
これまでそれぞれに活動を行ってきた、科学技術分野と途上国開発分野の起業家、企業、国
際機関、アカデミアなどが相互に意見交換し、アイディアやそれぞれが持つポテンシャルに
ついて意見交換する空間である。 
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このセミナーシリーズが、様々な関係者にとって、イノベーティブなアイディア、コラボ
レーション、パートナーシップのための土台となり、新しいイノベーションのあり方を加速
する政策アジェンダの設定に繋がればと考えている。 
 
7. 議論のポイント 
(1) 飯塚倫子（政策研究大学院大学教授） 
 本プロジェクトの目的は、いかにして科学技術の潜在的利用者が社会課題解決に活

用し、SDGs 達成につなげるのか。またそのためのメカニズムはどのようなものな
のかについて検討する。 

 本プロジェクトでは、そういったメカニズムのためには、1）社会課題、２）技
術、３）人材、４）資⾦、５）規制・制度、６）アクター間の協働、７）価値の共
有の要素が必要だと考え、それぞれの項目に関連するスピーカーをお呼びして、ス
ピーカーの取り組みについて紹介いただき、ディスカッションを行う。 

 「破壊的・インクルーシブ・イノベーション」は、既存事業の秩序を破壊し新しい
市場、価値を生み出す「破壊的イノベーション」と市場や公共サービスから取り残
される人々を包摂する「インクルーシブ・イノベーション」という 2 つの概念を組
み合わせたもの。例えば、ケニアの M-Pesa は、携帯電話と⾦融サービスを掛け合
わせることで、これまで⾦融サービスを受けられない人が簡単にサービスを享受で
きる包摂性と破壊的インパクトを持つ。 

 今回は、アフリカ開発銀行の取り組みから、「破壊的・インクルーシブ・イノベー
ション」の可能性について、参加者と議論を行う。 

 
(2) Kemi Afun-Ogidan、⼾⽥敦子（アフリカ開発銀⾏） 
アフリカのトレンド 
 若年層の人口増加：アフリカの人口 12 億人のうち 65％が 35 歳以下、50％以上が

25 歳以下。2025 年には 25 億人に達するといわれている。 
 都市化：17 の都市で人口 1000 万人を超える。 
 農業：人口の半数が農業に従事しているが、GDP ベースでは 1/4。未開拓の土地が

あるにも関わらず付加価値の高い食料の生産が出来ておらず、海外からの輸入に頼
っている状況（470 億ドル）。 

 若年層の人口増加、都市化、から食料需要が高まることから、農業全体のバリュー
チェーンの中から農業生産性を高め、付加価値を生み出す仕組みを検討することが
重要。 

 
アフリカ開発銀⾏（AfDB）の取り組み―食糧増産（”Feed Africa”） 
 AfDB は、アフリカの農業にグローバル競争力を備えたインクルーシブでビジネス
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志向なセクターへと変革し、富と有給雇用の創出や生活の質向上に資するものにす
るイニシアティブとして、食糧増産（”Feed Africa”）を設定。AfDB の定める 5 つ
の重点分野（“High 51”）のうちの 1 つ。 

 
アフリカのデジタル化の動向 
 アフリカは 2010 年から 2015 年にかけて、携帯電話の加入者数が最も増えた地域で

あり、また 2011 年から 2015 年にかけてインターネット接続の帯域幅の成⻑が最も
著しい地域であった。 

 この背景には、固定回線の普及の遅さ、海外の携帯電話サービスプロバイダーの参
入、中古携帯電話端末の普及によって安価な携帯電話が手に入るようなったことが
ある。 

 2025 年までに約 3 億人にインターネットに繋がる見込みであり、デジタル化が急速
に進展している。 

 一方で、ICT performance については、他の地域と比べると依然として遅れてい
る。 

 ICT 受容は急速に進んでおり、携帯電話の普及は 20％増、稼働モバイルブロードバ
ンド契約の普及 51％増、コンピューターの一般家庭への普及 9％増、個人でのイン
ターネット使用 25％増（いずれも 2005 年から 2017 年にかけて）。 

 加えて、電子マネーの普及が進む。2015 年時点で、ケニアでは携帯電話を持つ人の
98％が電子マネーを使用。コートジボワールで 64％、アンゴラで 56％。中央アフ
リカが遅れている。 

 
 

                                                       
1 High 5 は、１）Power and Light Up Africa、２）Feed Africa、３）Industrialize Africa、
４）Integrate Africa、５）Improve Quality of Life of Africans。 
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アフリカのアグリテック 
 アフリカの農業分野では、少なくとも 390 の ICT・デジタルソリューションが動い

ており、約 3,310 万人の小規模農家がアクセスできている。 
 全体で 365 以上のソリューションが使われ、アクティブユーザーは 3,300 万以上と

される。地域別にみると、⻄アフリカでは、370 万人、東アフリカでは、2,900 万
人、アフリカ南部では 510 万人が ICT for アグリ(ICT4Ag)のアクティブユーザー
である。特にケニアはアグリテックスタートアップが多く（スタートアップのうち
30％がアグリテック）、またナイジェリアはテクノロジーハブの数が多い（55 ハ
ブ）。一方、中央アフリカは、まだ普及率が低い。 

 
 

 アグリテックの資⾦と収益は、その多くが公的資⾦に依存しているのが現状。2018
年時点でのサブサハラのアグリテックに使われたデジタル技術の資⾦源の 58％がド
ナー国からの助成である。⺠間がもっと活用される必要はある。今後は、一層アクテ
ィブユーザーを増やしていくことで、⺠間の導入が図られるのではないかと考える。 
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 デジタルテクノロジーとイノベーションはアフリカの農業のトランスフォーメーシ

ョンを導く可能性が十分にある。特に以下のような分野での活用が期待されてい
る。 

- リモートセンシングによる土地および土壌の肥沃度マッピング 
- 土壌試験および土壌特性をマッピングするモバイルアプリ 
- 気象条件によるモニタリングと保険商品 
- 携帯電話と ICT による農耕法に関するアドバイス 
- 衛生やドローンによる土壌、生産物、水資源のモニタリング 
- 土壌生産におけるデータ収集と分析 
- ブロックチェーンによる商品のトレイサビリティとマッピング 
- デジタルマーケットプレイスの設置 
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 ケニアでは 93%の人々がエムペサを使いモバイルペイメントにアクセスでき、ナイ

ジェリアでは、Growth Enhancement Support Scheme という E-wallet のスキーム
に 1,450 万人が参画しているなど、アグリビジネスのトランスフォーメーションに
対応できる土壌が整っている。 

 
日本の技術とアフリカのニーズ 
 日本企業とアフリカの現地企業とのコミュニケーションギャップが存在。時間をか

けて相互理解を深める必要がある。 
 アフリカ大陸でひとくくりにすることはできず、個別の国ごとに対応が必要とな

る。全ての国において、ケニア、ルワンダのような進み方をするわけではない。 
 最先端技術の活用という点については、IoT、ブロックチェーンであれば活用の可

能性が高い。 
 
人材育成、能力開発 
 アフリカへのデジタルデバイスのユーザー層を理解することも重要。現在テクノロ

ジーユーザーの 71％が 35 歳以下の若者であり、25％が女性。人材育成へ投資を
し、構成比を変化させることで、アクティブユーザーの数を増やすことが必要にな
るだろう。 

 人材育成／持続可能なビジネスの発展への支援／社会的インパクト／中間インフラ
への投資／デジタルエコノミーを受け入れる環境の強化／一連のベストプラクティ
スを発展させ、コミュニティの実践を強化できる知見の集約と推進への投資が必要
とされている。 
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アフリカ開発銀⾏が考えるアフリカ農業のためのデジタルソリューションの目的 
 アフリカのデジタル農業は、規制、データ保護の観点からも公的機関の介入を欠か

すことができず、適切な政策、戦略は国ごとに考える必要がある。またサービスを
提供していくには教育、人材開発も重要になる。 

 一方で、サービス展開にあたっては、官⺠連携が極めて重要。⺠間企業によるデジ
タル ID、データ収集、分析、インキュベーション、デジタルリテラシーの醸成な
ど、⺠間にできることは多くある。 

 アフリカ開発銀行としては、官⺠がつながるハブになることを目指している。 

 
 
(3) 安原学（農林水産省） 
 
アフリカビジネス協議会 
 「TICAD 官⺠円卓会議」（2019 年 3 月 18 日）において採択された⺠間企業による

提言において、アフリカビジネスを官⺠で恒常的に議論するための常設の会議体を
設置してほしいという要望を受け、関係省庁・政府関係機関・⺠間企業が一体とな
り、官⺠の活動をさらに充実させるべく「アフリカビジネス協議会」が設置され
た。経済産業省通商政策局中東アフリカ課 アフリカ室が取りまとめ、構成員は、
外務省、経産省、総務省、農水省、JICA、JETRO、⺠間企業など。 

 アフリカビジネス協議会では、⺠間企業・団体からアフリカでビジネスを展開する
ための優先課題や提案を吸い上げ、これらをもとに、関係省庁・政府関係機関が支
援策の追加・強化を検討・実施していく。· 
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  その中に設置された農業分野に関するワーキンググループでは、グループ内の議論
を「アフリカの農業イノベーションプラットフォーム構想」として取りまとめ、
TICAD7 で提示。次の TICAD8 に向けたロードマップを提示した。  

 
「アフリカの農業イノベーションプラットフォーム構想」について 
 アフリカ連合が、包摂的成⻑と持続的開発に基づくアフリカの繁栄などを含んだ

「アフリカアジェンダ 2063」を 2015 年に提示しておりそれへの貢献を目指
す。 日本の知見に基づく制度設計、運用改善の提案を検討。⺠間主導の取り組みを
加速するため、日本の政府が後押しする仕組み。小規模農家と大規模農家の格差を
小さくするための小規模農家の支援を通じて、雇用の受け皿として農業振興を目指
すもの。 

 これまのでの農⺠支援は、生産性向上と付加価値の向上について、それぞれを支援
することはあったが、両者をつなぐ取り組みがなかった。そこで、アフリカにおけ
る小規模農家をエンパワーメントするため、農業者の組織化を目指す。 

 「アフリカの農業イノベーションプラットフォーム構想」の大きな柱は 2 つ。
①   アフリカ農業デジタル化基盤構築 

現地政府と協力し、公的機関から携帯などの電子端末を農⺠に貸し出し、農家と
農家が必要とするモノ、サービスをつなぐプラットフォーム（E-Agri Platform(仮
称)）の構築を目指す。これによって、アフリカの農村に電子取引の基盤を作り、各
農家の生産高や取引高等を見える化することで、農家の信用を高めていきたい。そ
の信用によって⾦融機関とも連携し、農家の保険、⾦融のアクセスの向上、ひいて
は生計全体向上に繋がると考えている。 
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② 先進農業技術の導入促進 
アフリカの政府幹部、⺠間の農業機関のリーダー、農⺠組織の代表の人たち

を日本に招待し、日本の⺠間企業と一緒に日本の技術の導入のメリットについ
ての研修を行うことを想定。JICA が窓口としてプロジェクトを実施する予定。 
また、⻄アフリカ、東アフリカに「日・アフリカ農業イノベーションセンタ
ー」も設立し、先進技術の展示、実証、人材育成などを実施する予定。センタ
ーには日本から政策アドバイザーを派遣し、⺠間企業と連携していきたい。ま
た、拠点国での取り組みを周辺国に広げるため、日本の製品の機械の展示、イ
ベントでの PR、農村スキームの拡充を目指す。 

 
 これらの取り組みは今回の TICAD7（2019）において、官⺠連携で進めていくこと

が決まったばかりである。次の TICAD８（2022）に向けて政府としても引き続き
支援をしていきたい。 

 
8. 当日の様子 
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別紙 2 

第２回 DII セミナー 
「社会課題解決を導くモダン・ツール」 

 
政策研究大学院大学 SciREX センター 

 
1. 日 時 2019 年 9 月 24 日(火) 17：30-19：00 

 
2. 場 所 政策研究大学院大学 1F1ABC 会議室 

 
3. 登壇者 ダニエル・ゴールドマン EDGEof 共同創業者) 

トッド・ポーター EDGEof 共同創立者／チーフエコシステム 
オフィサー 

トニー・ライ  Legal.io 創設者・会⻑／Stanford CodeX  
   Blockchain Group 創設者／Collective  
   Architect, DSILGlobal.  
飯塚 倫子  政策研究大学院大学教授 
ジェラルド・羽根  政策研究大学院大学客員研究員／日立製作所 
 

4. プログラム 
17:30-17:40  趣旨説明 飯塚 倫子（GRIPS） 
17:40-18:20  基調講演Ⅰ ダニエル・ゴールドマン(EDGEof 共同創業者) 

基調講演Ⅱ トッド・ポーター(EDGEof 共同創立者) 
基調講演Ⅲ トニー・ライ(Legal.io 創設者・会⻑／Collective 
 Architect, DSILGlobal.) 

18:20-18:45  パネルディスカッション 
[ファシリテータ]  
ジェラルド・羽根（GRIPS） 
飯塚 倫子（GRIPS） 

18:45-19:00   Q&A 
19:00-19:30   ネットワーキング 

 
5. 参加者： 

71 名（行政 8％、大学 25％、⺠間 46％、学生 3％、その他 17％） 
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6. DII セミナーの狙い 
破壊的・インクルーシブ・イノベーションセミナー（DII セミナー）は、⺠間、公的機関、

学術界、NGO 等が SDGs 達成のためのイノベーションのあり方について、新しいアイディ
アや見解を自由に意見交換できる空間となることを目指している。DII を実現するために、
これまでそれぞれに活動を行ってきた、科学技術分野と途上国開発分野の起業家、企業、国
際機関、アカデミアなどが相互に意見交換し、アイディアやそれぞれが持つポテンシャルに
ついて意見交換する空間である。 

このセミナーシリーズが、様々な関係者にとって、イノベーティブなアイディア、コラボ
レーション、パートナーシップのための土台となり、新しいイノベーションのあり方を加速
する政策アジェンダの設定に繋がればと考えている。 
 
7. 議論のポイント 
（１）Daniel Goldman（Edge of 創設者） 
 
フォーサイト（予測）のためのシミュレーションとゲームテクノロジー 
 インターネットのゲームを制作してきた。史上最高の都市シミュレーターゲームとい

われる「シムシティ」を開発。 
 シミュレーションの歴史 

- 土の上に立って絵をかいて頭の中で想像をする、これが最初のシミュレーション、
サンドテーブルである。１世紀頃のローマにおいて軍隊の配備、都市の設計に作ら
れたのが起源。 

- サンドテーブルの重要な点は、自分の頭のなかにあるものをいかに可視化して、議
論をするかという点である。 

- 1950 年代のアメリカでは、チャールズ・ロバートが商業用の戦争のボードゲーム 
“tactics”を開発。その後、感染症拡大を防ぐゲームなど、さまざまなゲームが登場
し、コンピューターゲームからコンピューターシミュレーションに変化していった。
1962 年にできたのが、宇宙戦争を題材にしたものだった。 

 シミュレーションゲームの効果は、リスクを予見することができるとういうこと。どの
ようなプロジェクトを実行するうえでもリスクの予見は重要である。誰でも頭の中だ
けで考えることは難しい。シミュレーションができることで、より複雑な問題を理解す
ることができ、それによって解決策も導きやすくなるのである。 

 ゲーミングやシミュレーションを用いれば、複雑なシステムを簡略化できる。専門的な
知識、数学的知識、経済学の知識がなくても、一緒にゲーム感覚で課題を体験すること
ができる。意図しない結果がどういうものかも感覚的に理解することができる。 

 シミュレーションを通じて何度も試行錯誤することができる。 
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Planetary Insight Center 企画 
 Edge of で実施を計画している Planetary Insight Center は、シミュレーションゲーム

を使ってより低リスクで簡単にプロジェクトを実施できるツールを提供することを目
指している。 

 そこではサンドテーブルから AI、VR など最新のテクノロジーを用いてシミュレーシ
ョンを提供する予定。このサービスを通して、専門家だけでなく誰もがシミュレーショ
ンを使ったプロジェクトを立てられるようにしていきたい。 

 災害の多い日本においては、気候変動等を考慮した災害対応が必要となることから、シ
ミュレーションを活用することが重要となる。 

 Planetary Insight Center は Reception、Staging Room、Immersive Area、Action Planning、
Government Product、Educational Product の構造からなる。 
- Staging Room では、災害や少子高齢化などの課題に関する情報を得られる場所。

少人数で課題に対する知見を深めディスカッションする。書物による専門家から
AI コンピューターを活用した専門知識を得られるようにする。 

- Immersive Area は、サンドテーブルをテクノロジーを使って物理的に実現したも
の。Interactive Touch Tables、High Resolution Monitor Display を活用し、実際に
モノを置きながらサンドテーブルをつくることができる。例えば災害のケースで
あれば、どのような対策が必要で、建物や都市の修復にかかる時間を測定するなど
ができる。ゲームのシムシティの高度化したものと言える。実際にみて触って感じ
ることができることが重要である。 

- Action Planning Room :実際に課題を認識し、シミュレーションをした後重要にな
るのがアクションである。これまで体験したことを踏まえて、AI の専門家の分析
を踏まえて何をすべきかを議論する。政府関係者、研究者、企業関係者、大学生を
交えて構想を行う。多様なステイクホルダーを同じテーブルの上にのせ、ビジョン
を共有する。 

- Educational Product では高校生や政府関係者が関心を示し学ぶ機会となっている。 
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エチオピアの事例 
 実際エチオピアの農家でもサンドテーブルを使用してみた。農⺠が村の地図を作り、課

題（固く岩になっている耕作にむかない土地）について、議論する。 
 日本、アメリカ、エチオピアのパートナーと一緒に衛星データを活用してタブレット上

にサンドテーブルを作成。実際の写真データも取り込む。 
 農作物の生産性について、灌漑、肥料、種、製品輸送の課題を明らかにし、住⺠の意見

も取り入れながらシミュレーションしていく。生産高が予測されるので、投資しやすい
状況が生まれる。 

 効果 
- タブレット上にサンドテーブルが、村の計画について物理的な模型の代わりにな

った。模型のデジタルプラットフォームを提供 
- モデリングのデジタルプラットフォームを提供 
- 専門家による知見と分析を組み込むことができた 
- ファイナンス、保険、サプライチェーンを結びつける 
- ステイクホルダーの参加を促す 
- 計画に関する意思決定のインパクトをリアルタイムで可視化することができる 

 
（２）Tonny Lai（Legal.io 創設者・会⻑／Stanford CodeX Blockchain Group 創設者／Collective 
Architect, DSILGlobal.） 
 
自己紹介 
 オックスフォード大学、スタンフォード大学で、歴史学、法律、科学技術を学ぶ。弁護

士として数年勤務し、様々な国の複雑化する法的問題の解決に携わってきた。ここ１０
年はスタンフォード大学に戻りテクノロジーの法と法のテクノロジーの両者を対象と
するリーガルテクノロジーという新しい領域にチャレンジしていた。 

 これらの活動を通して、テクノロジー、コラボレーション、協力体制、ネットワーク構
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築が最も社会に大きな変革をもたらすことが分かった。コラボレーティブ・デザインが
極めて重要である。 

 
社会課題解決のための Collaborative Design 
 The Designing for Social Innovation and Leadership Course (DSIL Global) は、ソーシ

ャルイノベーションとリーダーシップに関するコースを提供し、複雑化する社会課題
を多様性とリーダーシップで解決に導くことを支援している。 

 あらゆる人にとってキャパシティビルディングは、重要である。どのような立場の人で
あっても相互に学びあう必要がある。これは学位とは関係がなく、そして簡単ではない。 

 DSIL では、キャパシティビルディングには 3 つの段階があると考えている。1 つが
Dependent Conformer（権威に頼り他者と横並び）、2 つ目が Independent Achiever（独
立して考えられる、アジェンダ設定ができる）、3 つ目が Independent Collaborator（独
立して考えられる、システム、パターン、コネクションを見定め、多様な視点を持つこ
とができる）である。 

 多様性が大きなチャレンジを生み、意味のある変化を生み出す。複雑な課題への答えは
多様性の中から生み出されるものが多い。 

 コラボレーションデザインからみるとイノベーションの条件は以下の通り。 
 イノベーションとは、誠実に共有することと深く聞くこと、すべての責任を負うことと

完全にコラボレーションすることの間に発生する緊張関係から生まれるものである。
よってあらゆるレベルにおいて独立したリーダーシップが必要とされ、多様な見解や
多様なフレームが有効なのである。 

 
事例１ タイの貧困コミュニティ 
 タイでは、食事、保険、教育などがきちんと受けられないとても貧しいコミュニティが

ある。そこに Zero Baht Shop を設置。 
 Zero Baht Shop は、現⾦の代わりにリサイクルな資源ごみと食料品、日用品と交換で

きるのである。ごみを通貨として使用するというデザインによって、生活環境の改善、
教育、葬儀費用、健康保険へのアクセスが可能になった。 

 
事例２ 農作物とカタツムリ 
 カタツムリの発生によって農作物が傷んでしまう事案が発生。農作物に害を与えるこ

となく、カタツムリを除去するにはどのようにしたらよいか。 
 DSIL ではコミュニティためのデザイン、コミュニティと一緒になって彼らによる彼ら

のためのデザインの設計を支援。そのためのイノベーションラボを設置。 
 イノベーションラボは、問題解決に挑み続ける構造であり、コミュニティが学ぶべきス

キルを習得できるものであり、彼ら自身で協力してデザインを行える場である。コミュ
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ニティは必要なときにいつでもラボに行き、インターネットで世界中とつながり、問題
解決のためのプランを作成し、プロトタイピングし、そしてテストするのである。 

 
8. 当日の様子 
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別紙 3 

第 3 回 DII セミナー 
「社会的インパクト投資の世界的トレンドと可能性」 

 
政策研究大学院大学 SciREX センター 

 
9. 日 時 2019 年 11 月 6 日(水) 18：20-20：10 

 
10. 場 所 政策研究大学院大学 3F 3C 会議室 

 
11. 登壇者 ヴィニート・ライ アービシュカー・グループ創設者 

ボウ・シール  パタマール・キャピタル共同創設者 / パートナー 
佐藤 哲      INCJ ディレクター 
飯塚 倫子  政策研究大学院大学教授 
 

12. プログラム 
18：20-18：25 趣旨説明 飯塚倫子（GRIPS 教授） 
18：25-18：30 佐藤哲（INCJ ディレクター) 
18：30-19：45 ヴィニート・ライ（アービシュカー・グループ創設者） 

ボウ・シール（パタマール・キャピタル共同創設者）              
19：45-19：50 閉会 
19：50-  ネットワーキング 

 
13. 参加者 

58 名（行政 17％、大学 28％、⺠間 36％、学生 3％、その他 16％） 
 

14. DII セミナーの狙い 
破壊的・インクルーシブ・イノベーションセミナー（DII セミナー）は、⺠間、公的機関、

学術界、NGO 等が SDGs 達成のためのイノベーションのあり方について、新しいアイディ
アや見解を自由に意見交換できる空間となることを目指している。DII を実現するために、
これまでそれぞれに活動を行ってきた、科学技術分野と途上国開発分野の起業家、企業、国
際機関、アカデミアなどが相互に意見交換し、アイディアやそれぞれが持つポテンシャルに
ついて意見交換する空間である。 

このセミナーシリーズが、様々な関係者にとって、イノベーティブなアイディア、コラボ
レーション、パートナーシップのための土台となり、新しいイノベーションのあり方を加速
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する政策アジェンダの設定に繋がればと考えている。 
 
15. 議論のポイント 
（１）佐藤啓（INCJ ディレクター） 
産業革新機構（INCJ）について 
 産業革新機構（INCJ）は官⺠共同出資によるいわゆる官⺠ファンドとして 2009 年に設

立。15 年の時限立法で成立し 2018 年に設置期限が延⻑。設置期限が 2034 年までとな
るのと併せて、産業革新投資機構（JIC）へと改組した。同改組に伴い、それまで投資
してきた案件については、株式会社 INCJ が支援する。 

 産業革新機構（INCJ）は、直接投資と LP 投資の両方を行い、⺠間では行えない中⻑期
のリスクマネーとしての期待、政策的ビジョンを実施するための促進剤としての機能
が求められてきた。 

 今回は個人的に関心のあった社会的インパクト投資について、日本のインパクト投資
の在り方について個人的見解を述べるものとする。 
 

インパクト投資の位置づけ 
 インパクト投資は経済的リターンと社会的インパクトの両方を求める投資の在り方。

社会的インパクトは、社会課題解決を解決に導き必ずしも利益のみを求めるものでは
ないとうことを意味する。 

 インパクト投資の位置づけは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス
（Governance）を基準とする ESG 投資よりも広く社会インパクトを求めるものであ
り、主に非上場投資。多様な ESG 投資のタイプの一つであるとするものもある。イン
パクト投資の位置づけは以下のとおり。 

 
 世界的にも社会的インパクトファンドのファンド件数は上昇傾向にあり、2018 年で
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266 件が確認されている。これまでのインパクトファンドは、ファミリーオフィスや財
団によるファンドが多いが、近年では VC など他のプレイヤーも参入し始めている。 

 2018 年時点でのインパクトファンドに対する全投資⾦額は 2,280 億ドル。本社が設置
されているのはアメリカとヨーロッパが主であるが、投資先としては、欧米も多いがア
フリカ、東欧、アジアなどの途上国も増えてきている。 

 
日本でのインパクト投資 
 日本ではまだまだ普及していないのが現状。インパクト投資への投資額は 32 億ドルで

あり、世界でのインパクト投資における日本の割合をみると極めて小さい。 
 一方で国内だけでみれば、投資⾦額は 2014 年から 4 倍以上に増加している。 

 
 日本でインパクト投資が広まらない理由として、①1 つ目のファンドを組成する投資家

の不足、②ファンドマネージャーの経験不足、③関係者間連携の不足の 3 点が挙げら
れる。投資家の不足については、これまでは財団やファミリーフィーオフィス、年⾦基
⾦などが行っており、投資会社の参入が少ない。また、ファンドマネージャーの経験不
足は、特に途上国での投資経験を持つものが圧倒的に少ない。また、JICA、JETRO、
財団、投資家などインパクト投資に関連する機関の連携が不足している状況。 

 インパクト投資では経済的リターンが見込めないという認識が広く広まっているがそ
れは誤りである。実際、平均の IRR（内部収益率）は 17%増加しており、平均で 5-6 年
投資すると、2.2〜2.6 倍になると考えられる。 

 
（２）Vineet Rai（アービシュカー・グループ創設者） 
Aavishkaar のインパクト投資 
 目的： 

Aavishkaar では、インパクト投資という言葉が生まれる前から、社会的インパクトを生
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み出す起業家に対して投資業務を行ってきた。Aavishkaar のポリシーは、解決する価値
のある大きな課題に挑戦する、である。どのような課題か：①すべての人に影響を与え
るもの、②解決するのに資⾦以上のものを必要とするもの、③パラダイムシフトを生む
解決策があるもの。 

 背景： 
インパクト投資を始めた理由は、自身がインドで育った中で、起業家への投資によって
インドの貧困問題を解決するエコシステムを作りたかったからだ。世界の中でも約 30
憶人は貧しい生活を送っており、世界に広がる格差を解決に導く橋渡しをしたい。 

 社会的インパクト： 
Aavishkaar では、社会課題にチャレンジする起業家を見つけ投資をする。経済的リター
ンだけを追求する一般的な VC は関心を示さないかもしれないが、ある起業家が、社会
課題解決を導くサービスを提供できれば、それは、社会の多くの人に影響を及ぼす社会
的インパクトを生むことができるのである。 

 実績： 
我々の活動はインドだけでなく、インドネシア、スリランカ、バングラデシュ、東⻄ア
フリカで広がり、エコシステムづくりを目指してきた。18 のエコシステムを作り、5,500
の雇用を生み、1 億 500 万ドルの利益を生んできた。 

 Aavishkaar の投資先の特徴 
- 複雑な社会課題にチャレンジすること 

 廃棄物が山積みにされている、ここから利益を得るにはどうしたらよいか？ 
 貧困で家屋の修理ができない、誰がこれを修理するのか？ 
 農村地区の農⺠をどのように豊かにするか？ 
 伝統工芸を行う人たちにどのように市場を与えるのか？ 

- 起業家の個人的な問題や環境とは切り離す 
- イノベーティブなソリューションを求め、インド独特の環境に対処する 

 
事例１：廃棄物処理の企業（NEPRA）の事例 
 
 2010 年 NEPRA は乾燥廃棄物処理の会社として設立。大量のごみの山から新しい価

値を生むにはどうしたらよいかという社会課題にチャレンジ。 
 2013 年に Aavishkaar Capital は NEPRA に 50 万ドル出資。彼らは、ごみを廃棄物処

理所に集めることで雇用を創出しようとした。町中のごみを買うことで、町からごみ
は消えたがこれはあくまでごみを処理場に移動しただけだった。 

 2013 年に NEPRA の廃棄物処理場で火事が発生。この教訓からごみをきちんと分類
することで、新たな価値を生み出すようになっていた。テクノロジーの導入と機械化
を導入することで、スケールしたのである。 
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 現在は、一日あたり 600 トンのゴミを処理し、収入も倍増。 
 ここからいえることは、インパクト投資は不可能を可能にする可能性があるのであ

る。 

 
 
 

 
事例２：AgroStar (Ulink )の事例 
 
 私たちは、Amazon で様々なものを注文でき、欲しいときにそれを手に入れることが

できるが、インドの農家ではどうか。雨が多く降る農家であれば、雨に強い品種が欲
しいし、クオリティの高い品種が欲しいと思うだろう。 

 Aavishkaar は農家でも Amazon のように欲しいものが手に入るシステムを作りたい
と考えた。テクノロジーを活用し、利益も得ながら地方まで必要なものを届けること
が求められていた。 

 Ulink は、この流通の課題を解決するために有機肥料のメーカーとしてスタート。
2009 年に有機肥料メーカーとして設立。中間業者の存在、製品が必要な時に届くか、
クオリティ、製品の偏り、農家が買い求めやすいか、といった課題があった。2012
年、携帯電話サービスを活用し、直接農家に製品を売るサービス AgroStar を試す。 

 2013 年 Aavishkaar Capital がシードファンドとして投資。2014 年に追加投資。農家
がコールセンターに不在着信（Missed call ）を残し、コールセンターからコールバ
ックさせる。そうすると農家は電話料⾦を払うことなく注文ができる仕組みだ。コー
ルセンターと在庫管理が直結しており倉庫から直接配送。中間マージンがなくなる。
安価で質の高いものを届けられることになった。 

 上記の仕組みを通じて、①農家を獲得するコストが高い、②高いリターン、③注文額
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の平均が小さい、④高いロジスティクスコストという課題を解決に導いた。 
 2015-2018 年に、テック系の VC からシリーズ BC の調達に成功。 

 
 

 
低所得者を対象としたビジネスの複雑さ 
 低所得者層をターゲットとしたビジネスでは、まず彼ら彼女たちがどのような人たち

なのかを理解することが最も重要である。現場の背景を理解することが重要なのであ
る。そのうえで、現地のネットワークを構築し、テクノロジーを活用する。テクノロジ
ーは不可能を可能にし、インパクト投資には必要なものではあるが、あくまでツールに
過ぎない。 

 今日なぜ皆さんはここへやってきたのか。お⾦を儲けたいだけではないだろう。貧困層
の抱える社会課題を解決したいと思ってきたのだろう。持続可能性は重要なカギであ
る。どうか間違った選択をしないでほしい。Aavishkaar は Nepla の投資によって 2018
年に EMPEA’s Sustainability and Operational Excellence challenge 賞を受賞した。まだ
道のりは⻑く時間はかかるが、チャレンジングな投資が必ず道を開くのである。 

 
 
（２）ボウ・シール（パタマール・キャピタル共同創設者） 
Patamar Capital とは 
 東南アジアを対象にインパクト投資ファンドを実施。インド、パキスタンにも進出。イ

ンパクト投資として１５年の実績がある。東南アジア地域は今後人口増が大きく見込
まれており、ビジネスモデルが普及しやすく、経済成⻑がここ数十年は見込めるからで
ある。東南アジアのマスマーケットを対象にしたスタートアップに投資をする。 

 新興市場では政府の政策や、政府の資⾦を得るのにはかなりの時間がかかる。だからこ
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そ、社会課題解決には、プライベートセクターの重要性が増すのである。 
 投資先は、アーリーステージ。投資分野は、教育、ヘルスケアが多く、多くの人のニー

ズを満たすサービスに投資。 
 投資基準： 

アーリーステージの場合は、起業家、起業家のビジョンに注目。 
１）実行能力があるか、２）チームメンバーは能力があるか、３）高い技術を持つテク
ノロジーの会社に務めていたことがあるか、４）商品、サービスが手の届く価格である
かどうか、5）どう人を雇うのか、6）産業の中での位置付けなのか、7）ライセンス、
規制はどうなっているのかどうかについて考慮。基本的な評価方法を用いている。 

 NPO や政府が支援する最も貧しい人々を対象にしたサービスには投資しない。低・中
所得対象とし、市場としてのポテンシャルの高いところを対象とする。 

 社会的インパクトの「社会的」とは「環境ではない」という程度のこと。人々の生活状
況の改善とか、教育の機会の向上などより人間にフォーカスしたものを社会的とする。 
 

事例１ MAPAN（イグジット済） 
 
 MAPAN は、テック系 Distribution Platform。このプラットフォームでは、低所得者

世帯、特に女性が必要とするモノやサービスを提供する。インドネシアの「アリサン
（Arisan）」と呼ばれる地域コミュニティに対応した貯蓄・融資ネットワークの風習
を、オンライン化したもの。 

 「アリサン（Arisan）」は、例えば 10 人の集会を開いて参加者一人ずつから 10 万ル
ピア（約 780 円）ずつを集⾦し、合計 100 万ルピア（約 7,800 円）集まめる。メン
バー10 人でクジ引きをし、勝ったものに全額が渡されるという仕組み（無尽講、頼
⺟子講）。これを月に１回開催すれば、10 回で全員に 100 万ルピアが行きわたるし
くみ。これをオンライン上で実施。10 人程度のアリサンメンバーを集め、アプリ上
で登録。欲しい商品と積立期間を設定。リーダーが毎週 or 毎月メンバーからお⾦を
集める。当選者がコンピューターシステムで確定されると物が配送されるしくみ。商
品は衣類、調理器具、電化製品など多岐。日用品を変えない女性から人気。 

 Patamar Capital はシリーズ A から投資。Beau Seil 自身が理事として Mapan に参
画。 
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 事例からわかることは、Patamal Capital の事例は、現地のニーズがはっきりしてい

るもの。ニーズはあるものに IT を活用したネットワークで結びつけ、⻑期的にイン
パクトを与えるようなビジネスに投資。 

 
16. 当日の様子 
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別紙 4 

第 4 回 DII セミナー 
「ラストマイルで必要とされるテクノロジーとは 
〜実証実験による検証とインパクトの計測〜」 

 
政策研究大学院大学 SciREX センター 

 
17. 日 時 2019 年 11 月 13 日(水) 18：20-19：50 

 
18. 場 所 政策研究大学院大学 1F1ABC 会議室 

 
19. 登壇者 中村 俊裕 コペルニクの共同創設者 兼 CEO 

栗栖 昌紀 国際協力機構 社会基盤・平和構築部 STI 室 副室⻑ 
飯塚 倫子 政策研究大学院大学教授 
 

20. プログラム 
18：20-18：30 趣旨説明 飯塚 倫子（GRIPS） 
18：30-19：10 基調講演 中村 俊裕 (コペルニク） 
19：10-19：25 ディスカッサント 栗栖 昌紀 (JICA) 
19：25-19：45 ディスカッション、Q&A 

［ファシリテータ］ 飯塚 倫子（GRIPS） 
19：45-19：50 閉会 
19：50-  ネットワーキング 

 
21. DII セミナーの狙い 

破壊的・インクルーシブ・イノベーションセミナー（DII セミナー）は、⺠間、公的機関、
学術界、NGO 等が SDGs 達成のためのイノベーションのあり方について、新しいアイディ
アや見解を自由に意見交換できる空間となることを目指している。DII を実現するために、
これまでそれぞれに活動を行ってきた、科学技術分野と途上国開発分野の起業家、企業、国
際機関、アカデミアなどが相互に意見交換し、アイディアやそれぞれが持つポテンシャルに
ついて意見交換する空間である。 

このセミナーシリーズが、様々な関係者にとって、イノベーティブなアイディア、コラボ
レーション、パートナーシップのための土台となり、新しいイノベーションのあり方を加速
する政策アジェンダの設定に繋がればと考えている。 
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22. 参加者 
 58 名（行政 6％、大学 27％、⺠間 35％、学生 8％、その他 23％） 
23. 議論のポイント 
(1) 中村氏の報告 
 バックグラウンド 

コペルニクは 2009 年に設立し、約 10 年が立っている。本部はインドネシア（Jalan 
Raya Mas, Mas, Ubud, Kabupaten Gianyar, Bali 80571, Indonesia）にあり、70 人のスタ
ッフの９割はインドネシア人である。その他、オーストラリア人、ドイツ人など様々な
国籍の人が働いている。 

中村氏はコペルニクを始める前は UNDP で勤務。東ティモール、シエラレオネなど
で働き、その後 NY に行った時に、コペルニクの事業のアイディアがでてき、それを深
めてやってみようと思いコペルニクを立ち上げた。 

 
 活動内容 

現在コペルニクでは、①技術普及（Technology Distribution）、②アドバイザリーサー
ビス（Last Mile Consulting）、③実証実験（Experimentation）という３つの活動をおこ
なっており、ここ３年で③を主に行うように方向性をシフトしてきている。 

 
 
技術普及（Technology Distribution） 
 コペルニクのアイディアとは、途上国向けのシンプルなテクノロジーを、もっとも 
必要とされているところにきちんとつなげていくこと。例えば、ソーラーライトとか、
汚れた水の浄化というのは、10 年ほどまえからベンチャー企業が製造し、様々なビジネ
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スモデルやインパクト投資によって製造はされているものの、それが必要とされる地元
に届いていない状況があった。それを解決するため、地元のおばちゃんたちを雇って、
トレーニングをして、その人たちがテクノロジーを販売していく仕組みを作る。実際に
製品が売れれば技術が必要とされるラストマイルに届き、また製品が売れれば彼女たち
に収入が入る。自然災害の多いインドネシアでは、テクノロジーが必要とされる状況は
色々なところにある。バリ島では火山噴火、地震、津波といった災害が起きる中で、農
村部でインフラが整っていない。このようなところでは、テクノロジーがそのまま役に
立つので、最初はものとして出来上がっているものを届けるということを行っていた。 
 

 

 
 
開発援助とランダム化比較試験（RCT） 

現在、コペルニクで注力しているのが、実証実験。R&D のアーリーステージのソリ
ューションを実証実験してテストしていく仕組み。ランダム化比較試験（RCT：
Randomized Controlled Trial)を使ってソリューションの効果測定を実施する。RCT は、
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医学や疫学分野では頻繁に使われる手法で、開発援助の分野では 10 年ほど前から貧困
緩和を目指し始まった、米マサチューセッツ工科大学（MIT）のアビジッド・バナジー
教授（インド出身）、エスター・デュフロ教授（フランス・パリ出身）、マイケル・クレ
ーマー米ハーバード大学教授（米国出身）が、同手法を応用し、2019 年にノーベル経済
学賞を受賞している。 

 
【例】腸内寄生虫をなくす効果の測定 

 課 題：途上国では学生が学校に行かない、集中力がない 
 仮 説：寄生虫が原因なのではないか 
 ソリューション：虫下しの薬の投与し、薬を投与された学生とそうでない学生

とで効果を比較。成績についても測定。 
 サンプル数：数千以上 
 期 間：３年-５年 
 予算規模：5000 万円-1 億円 

 
RCT による検証では、カウンターファクチュアルが重要となる。例えば投票率が低

いという課題に対して、ある解決策が課題解決に効果があるかどうかについて、ソリュ
ーションを提供したところとなにも提供していないところとの比較が重要となる。一般
的に疫学、医学の分野では、何千以上のサンプル数で、短くても３年間検証することか
ら、予算も安いもので 5,000 万円から１億円かかる。RCT の手法は、開発援助の分野に
おいても極めて有用ではあるものの、5,000 万円から１億円という予算規模は、援助業
界では現実的ではなく、何年も何千万もかけるような方法はアカデミアに任せ、実務家
としてできることを考えるようになった。 
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  コペルニクのラピッド・プロトタイピングのアプローチ2 

そこでコペルニクがチャレンジしたのが、小さいサンプル数で、速く短い期間で検証
するということ。リーンな実証実験（Lean Experimentation）。まだ効果があるかはっき
りしないアーリーステージの技術を対象に、サンプル数を減らし、数多くの実証実験を
行う。コペルニクの実証実験は、ラーニングとインプルーブメントを進めていくフェー
ズで、先の RCT は、プロジェクトのスケーリングのフェーズで使用されると考えられ
る。 

コペルニクの実証実験には、２種類あり①インハウス型、②クライアント型である。
インハウス型は自分たちで現場のニーズを探してテストしていく。クライアント型は、
クライアントと一緒に課題を設定し現場のニーズを探していく。ずれのケースの場合も
実証実験の前段階での課題発見、ソリューションのアイディア出し、ソリューションが
課題解決、というプロダクトマーケットフィットが重要となる。 

 
【例１】泥炭火災による煙と簡易空気清浄機（インハウス型）3 
 課 題： 
インドネシアの泥炭火災による煙による子どもの健康被害を軽減できる方法を考
える（UNICEF）。インドネシアではパームオイルが原因で頻繁に火災が発生する
ことで、煙が蔓延し学校が閉鎖になる。 
 仮 説：  
地元の安い扇風機とフィルターの組み合わせたものを学校の教室内に設置すれば、
汚染物質が下がるのであないか。 
 ソリューション： 
学校の教室にある隙間をなくし、教室内に簡易の空気清浄機を設置する。 
 結 果： 
 ま ず は 簡 易 の テ ン ト を 立 て 外 で 煙 を 炊 く と い う 制 御 環 境 （ controlled 

environment）の下で実験を実施。簡易空気清浄機を入れた場合と入れない場
合で比較したところ、入れない場合は極めてゆっくり汚染物質の数値が下がっ
たところ（２時間で半減程度）、空気清浄機を入れ場合は、１時間ほどで WHO
の定める基準値まで下がった。 

 この結果を踏まえ、実際のカリマンタン島の学校でも試験を実施。実施してみ

                                                       
2 詳細は、中村俊裕「今年のノーベル経済学賞が、途上国支援とビジネスの双方にもたら
す革命的な影響とは」ダイヤモンドオンライン（最終閲覧日：2019 年 11 月 8 日）
https://diamond.jp/articles/-/218035 
3 スライド 20-24 頁参照 
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ると汚染物質の数値は、24％程度しか下がらなかった。 
 実際の学校では、①窓を全部閉めてしまうとあまりにも暑く、途中で窓を開け

てしまったこと、②部屋の大きさに対して、フィルターの数が足りなかったこ
とが原因として考えられる。今後改良していく予定。 

 期 間：24 時間 
 

 
 

【例２】唐辛子入りのネズミ駆除薬（インハウス型）4 
 課 題： 
水⽥の稲がネズミに食べられてしまう。現状はネズミ駆除薬を使用しているが効果
が見られない。現地の農業大学に相談したところ、オーガニックの刺激の強い唐辛
子を市販の駆除薬に混ぜて発酵させて蒔いたところ、ネズミの駆除に効果があると
いう研究結果があったので、それを利用。 
 仮 説：  
唐辛子を入れたネズミ駆除薬の方が、一般的な駆除薬よりもネズミの駆除に効果が
あるのではないか。 
 ソリューション： 
⽥を二つに分け、一方は一般的なネズミ駆除薬を蒔き、他方は唐辛子を入れたネズ
ミ駆除薬を蒔きネズミによる被害を受けた稲の数を比較。 
 結 果： 
 唐辛子を蒔いた⽥んぼの方が、ネズミによる被害が少なそうだ、ということが

言える。これはあくまで「シグナル」であり RCT でいう「エビデンス」では

                                                       
4 スライド 25-26 頁参照 
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ない。 
 良い結果がでたことで、サンプル数を増やしていく。 
 期 間：1 か月 

 
 

 
【例３】ソーラードライヤーによるカカオ豆の天日干し（インハウス型）5 
 課 題： 
カカオの天日干しは、天候に左右されやすくカカオ豆のクオリティコントロールが
難しい。 
 仮 説： 
ソーラードライヤー（極めて簡易なもの）を使ってカカオを干した方が、天日干し
よりクオリティの良い豆が作れるのではないか 
 ソリューション： 
天日干しによるカカオ豆とソーラードライヤーを使ってカカオ豆を乾かした場合
とでどちらが早く、質の高いカカオ豆が作れるかを比較。 
 結 果： 
 乾燥までの時間は、ソーラードライヤーを使った方が、30％くらい時間が短く

なる。 
 豆の質を測る湿度と色についても、両方とも質が上がる。 
 テスト用に始めたソーラードライヤーを、周辺住⺠が真似してやり始める。 
 期 間：約 5 日 
 

                                                       
5 スライド 27-29 頁参照 
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 そのほか、大企業、ベンチャーなどと一緒に検証するクライアント型もある。例えば、コ
ロンビア大学、三菱電機、ユニリーバがある6。 
 コロンビア大学：コーヒーフィルターのようなもので、水の中の大腸菌をなくすものを

実証実験。 
 三菱電機：魚売りのバイクで、魚の質を落とさないためにバイクの動力を用いて低い温

度を維持できるクーラーボックスを搭載。運転手の労働時間、売り上げなどをトラッキ
ングしデータを収集する。 

 ユニリーバ：マラリアデング熱を予防するためのネットを⺠家に持って行って窓やド
アにカバーし、その効果を検証。 

 
(2) 栗栖氏の報告 
 JICA と科学技術協力 

 UNCTAD では、SDGs を達成するためには、 およそ 250 兆円が必要と推計。一
方で、その中での ODA の貢献は、14 兆円。 

 SDGs 達成のためにも、ファンディングシステムの多様化、（ブレンドファイナン
ス、Finance effectiveness）、多様なステークホルダーとの協働（⺠間、NGO、研究
機関）などを検討。その中の１つとして、科学技術イノベーションも重要な役割を
果たすと認識されている。 

 JICA SATREPS(地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム)7について 

                                                       
6 スライド 32-36 頁参照 
7 SATREPS(地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム)公式サイト（最終閲覧日：
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 文科省の研究開発支援の予算と外務省の ODA 予算の組み合わせで実施。 
 予算規模は、3-5 年で 1 プロジェクトあたり約 5 億円。年間 ODA から 6,000 万

円、JST3,500 万円。 
 採択件数は、2008 年の開始後延べ 145 件。５分野（低炭素、環境、生物資源、防

災、感染症）で実施。地域別採択をみると、東南アジアとアフリカが全体の６割8。 
 成果は論文、学会発表、特許が主軸。事業化の種になりうるのではと考えている。 
 

 
 
 JICA の強み9 

 現地のニーズ（開発経済、社会経済、生活習慣党）をインプット。 
 相手国の研究者だけでなく、政府上層部の関与を得ることにより外交上の役割り

を発揮。 
 相手国の研究体制に行政省庁が参画することで、許認可やデータ入手の便宜が得

られるとともに、研究成果の社会実装性を高める。 
 資⾦移動、査証、免税等における便宜供与 
 相手国側で研究活動に必要な機材を供与 

社会実装の例として、科学的な根拠に基づく政策提言、新規開発技術によるクウォンタ
ム・リープの実現、日本の高品質技術の海外展開を行っている。また、ブリッジワーク

                                                       
2019 年 11 月 8 日）https://www.jst.go.jp/global/ 
8 スライド 9 頁参照 
9 スライド 11 頁参照 
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ショップを年１回開催し、プロジェクトの５年目の最終年度に報告を行い、社会実装に
むけて活動している。 

 
(3) ディスカッション 
 実証実験の成功率は？ 
 ソリューションが広がっていく方法として、①企業が製品化をして広がる場合と、②政

府や援助機関資⾦を使いながら広がる場合がある（ワクチン等）。 
 ①の企業の製品化のものであれば、途中で終わってしまうものもあるがこれまでに約

30 の企業と連携。ビジネスとして始める段階のものがそのうち 2 つ。 
 ②の政府や援助機関の資⾦を使って広がっていくものについては、30 ほど行ってきて

いるが、大きく広がったものはまだないのが現状。2 つくらいはよさそうなものがでて
きており、その一つが先ほど説明した【例 3】のソーラードライヤー。データとしても
いいものが出ているので、国際連合食糧農業機関（FAO）からも誘いが来ている。 

 どのように実証実験の対象を選ぶのか？ 
インドネシアに支店を持っている海外企業であっても、農村部やスラムのイシューに
なると、これまでのビジネス顧客とは全く異なることから、アプローチ方法がわからな
いケースが多い。農村部であればなお、パートナーがいないと入っていけないことから、
コペルニクに声がかかる。首都と農村部のギャップが大きい。 

 なぜ、技術普及から実証実験に方向転換をしたのか？ 
 他の団体が同じようなことをやり始めてくれたから。同じような団体からノウハウを

聞かれたり、デザインを頼まれたり、立ち上げを行ったりしてきた。 
 公共性の高い活動では、「効果があるのなら、私もやりたい」と思えるムーブメントを

作ることが重要だと感じた。ムーブメントを作るには、何が効果があり、効果がないの
かを示すことが重要。効果があれば人は真似をしていってくれる。だから実証実験にシ
フトしていった。 

 良いソリューションを見つけて、良い結果がでたら大騒ぎして、皆が乗っかることがで
きるような仕組みを作っていきたい。 

 コペルニクと行政との連携は？ 
インドネシアでは、何をするにしても現地政府の了承や支援とかを得る必要がある。ネ
ズミ駆除の事例でも、村⻑の許可のもと開始する。フィールドにいけばいくほど、中央
政府との連携よりは地方政府、役場との連携が重要となる。 

 コペルニクと現地の大学、研究機関との連携は？ 
ネズミ駆除の事例では現地の大学（農業大学）の研究成果を活用して行ったので、そう
いった連携はありうるが、現時点では、それ以外は今の所あまりない。 

 ローカルネットワークの必要性？ 
現在行なわれているプロジェクトの 80-90％がインドネシア。職員も 9 割以上がインド
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ネシアの社員。過去に一緒に仕事をした人、ほかのプロジェクトで一緒に仕事をした人
などネットワークを活用して広めてきているが、信頼関係が重要。 

 今後の課題・チャレンジ 
実証実験を始めたころは、アプローチを確立していくフェーズだったことから、期間、
サンプル数などが難しかった。また概念の整理を内部で行うことも大変だった。現在、
プロジェクトの成功率を整理しているが、「これはいけそうだ」、「難しそうだ」、「追加
調査が必要だ」という点を可視化する作業を行っている。 

 
24. 当日の様子 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 


